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［１］アジア諸国全般

知的財産保護制度

アジア諸国の知的財産の保護に関しては、各

国とも法制度自体は備えつつある。これらの

国々ではWTO設立以来、TRIPS協定の履行

を目的とする知的財産保護法令の改正が行われ

てきており、1999年末までの経過期間を援用し

ない前倒し的実施への努力がなされてきたこと

は歓迎すべきである。また、TRIPS理事会にお

ける、途上国に対する法令レビューを一通り行

ったが、今後は、各国の法制度のみならず運用

実態も含めた履行状況について、注視していく

必要があり、TRIPS協定に適合しない状態が

存在する場合には、必要に応じてWTOの紛争

解決手続を用いて、その是正を求めていくこと

も検討する必要がある。

模倣品・海賊版等の不正商品に関する

問題

①権利行使の実効性の問題

知的財産に関してアジア諸国に共通する最も

重大な問題は、模倣品・海賊版等の不正商品の

製造・流通による知的財産権侵害が多数発生し

ていること（図表参照）とともに、これらの知

的財産権侵害を除去するための権利行使の実効

性が十分に確保されていないという問題であ

る。

いうまでもなく、知的財産に関する実体規定

を整え、制度を創設・整備することだけでは、

権利が十分に保護されることにはならない。権

利の十分な保護のためには、権利取得の面では、

権利を付与、登録する機関の事務が適切かつ効

率的に運営されること、侵害行為に対する権利

行使の面では、司法手続による救済措置（侵害

差止、損害賠償、侵害品廃棄、差押え及び証拠

保全のための暫定措置等）、税関当局による国境

措置、刑事上の取締・制裁等により、効果的か

つ迅速に権利侵害を防止できることが不可欠で

ある。

TRIPS協定では、相当部分がこれらの権利

行使に関する規定に充てられ（第41条～第61

条）、加盟国に対して、権利行使手続により効果

的かつ迅速な措置を可能とするように国内法を

確保することを義務としている（第41条）。こ

のような規定に照らすと、効果的かつ迅速な権

利行使が得られない場合には、協定の義務に違

反する可能性がある。2000年1月から TRIPS

協定の履行義務が生じた各国における権利行使

の実効性の問題について、各国の法体制整備を

注視し、協定に適合しない制度・運用が存在す

る場合には、WTOの紛争解決手続を用いてそ

の是正を求めていくことも検討する必要があ

る。

アジア諸国の中には、不正商品の取締強化の

必要性を認識し、取締当局により積極的な取り

組みを進めている国もある。このような取り組

みは評価できるものであり、今後、取り組みの

一層の強化がなされることを期待する。
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＜図表＞ 日本企業製品の侵害の状況

模倣品等の製造に
より被害を受けて
いる企業数

模倣品等の流通に
より被害を受けて
いる企業数

2002 2003 2002 2003

アジア地域 567 588 555 567

中国
314 331 249 257

香港

台湾 148 142 139 143

韓国 131 119 131 125

タイ 28 29 53 60

インドネシア 24 23 50 47

シンガポール 21 19 44 42

マレーシア 24 30 52 54

その他のアジア 41 56 110 119

(注) 重複回答があるため、「アジア地域」の数値はアジア各国の数値を足し合わせた数値と

は一致しない。

(注) 有効回答は2002年：2,015件、2003年：2,363件

(出典) 特許庁「模倣被害調査報告書」（2004年版）

②不正商品問題への対応

アジア諸国における不正商品問題について

は、国内の権利行使手続を的確に TRIPS協定

に適合するよう求めていくことが急務である

が、既述のように、法制度の整備だけでこと足

りるわけではない。

先ず、知的財産保護制度を運用する人材の確

保が重要であり、官民を問わず、知的財産問題

に関する知見を有する専門家の養成に力を注が

なければならない。また、権利付与・登録機関

や取締機関の事務が適切かつ効率的に機能する

ために、情報システムの整備等も必要である。

このため、我が国を始めとする先進国は、制度

整備への協力、研修制度の充実等の技術援助活

動を積極的に推進していくべきである。特に、

ASEAN諸国は、不正商品の流通国となってい

る事例も多いことから、国境措置の実効性を向

上させるため、税関職員の人材育成に対する支

援の強化等についても留意すべきである。

さらに、権利者自らが現地の法制度の枠組み

においてエンフォースメントを実施することが

基本ではあるものの、同時に、個別の権利者の

取り組みだけではその効果に限界があることか

ら、産業界・権利者と政府とが連携を深め、行

政機関による取り締まりの一層の強化を当該国

政府に求めていくことや、当該国の国民にも知

的財産の重要性について理解を深め、その保護

の意義について認識を向上させるための教育・

広報活動等の啓発活動を求めることも必要であ

る。

我が国は、これまでにもアジア諸国に対する

支援活動を積極的に行ってきたところであり、

今後も一層推進していくことが肝要であると考

えられる。加えて、不正商品の製造及び流通が

複数国間にまたがっているとの実態を踏まえ、

関係国間において知的財産権侵害に関する情報

の交流を促進することも検討すべきである。具

体的には、2004年９月の日中韓ASEAN経済

大臣会合（AEM＋3）において、模倣品を防止

する措置の強化や知的財産権分野での協力の推
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進などを通じて知的財産権保護の強化を支援す

る姿勢を示している。また、日タイ EPA締結交

渉、日比 EPA締結交渉及び日馬 EPA締結交渉

において、知的財産に関する条文案を検討して

いる。
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［２］ASEAN各国

１．タ イ

関 税

⑴ 高関税品目

＜措置の概要＞

タイの関税については削減される傾向にあ

り、2003年９月にタイ政府はゴム製品、繊維製

品、鉄鋼製品、一般機械、電気機械など1391品

目の関税引き下げを閣議決定した。製造業の競

争力強化等を目指した関税構造調整の一環で、

原則、完成品は10％、半完成品は５％、原材料

は１％の３種類に引き下げられた。また、自動

車の CKD（組み立て）部品も現行の33％から

30％に引き下げられることになった。しかし依

然として実行税率は高く(非農産品の平均実行

税率は15.5％である)、特に輸送機械（平均

32.7％）、電気機器（平均9.3％）の関税水準が

高くなっている。また、これらの分野に加え、

自動車（最高80％）、銅製品（最高20％）、ポ

リエチレン（最高20％）といった高関税品目が

存在する。タイ国内で生産されていない品目（自

動車用ステンレス鋼30％等）にも高関税品目が

ある。また、譲許率については輸送機械の21.3

％をはじめとして相対的に低く、非農産品全体

で70.9％程度にとどまっている。非譲許品目と

しては、自動車部品（実行税率最高42％）、自

転車（実行税率10％）、玩具（実行税率80％）、

家具（実行税率80％）等がある。また、非農産

品の平均譲許税率は24.2％であり、予見可能性

の観点からも譲許税率の引き下げによる実行税

率との乖離の是正が望まれる。

＜国際ルール上の問題点＞

高関税そのものは譲許税率を超えない限り

WTO協定上問題はないが、自由貿易を促進す

るという観点からは、上記のようなタリフピー

クを解消し、関税はできるだけ引き下げること

が望ましい。

＜最近の動き＞

ドーハ開発アジェンダにおける非農産品市場

アクセス交渉において、関税の引き下げを含む

市場アクセスの改善について交渉が行われてい

るところである。

⑵ デジタルカメラの関税賦課に関す

る問題

＜措置の概要＞

タイは、HSコードが2002年１月から改正さ

れたことを契機として、これまで ITA対象品目

として扱っていたデジタルカメラについて

ITA対象外と判断し、３%の関税を賦課してい

た。

＜国際ルール上の問題点＞

1996年のシンガポールWTO閣僚会議で情

報技術製品の関税を撤廃することが合意された

が、その際に ITAの品目リストでは、当時の

HS分類コードを参照に「Digital still image
 

video cameras」が対象品目とされており、デジ

タル方式の静止画像を記録するカメラ（デジタ

ルカメラ）を無税譲許することが合意されてい

た。タイも ITAに参加しており、デジタルカメ

ラは、2001年まで無税で通関されてきたが、

2002年のHS改正により「Still image video
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cameras and other video camera recorders；

digital cameras」と変更されて以来、Digital
 

still image video cameraとデジタルカメラは

異なる産品としてデジタルカメラに３％の関税

を賦課していた。WTO上無税を供与するとの

国際約束は分類変更の如何に関わらずこれを維

持する義務があり、デジタルカメラに関税を賦

課することは、ガット２条違反の可能性があり、

是正を求めてきたところである。

＜最近の動き＞

タイ政府に対して、日本政府から、これまで

通り無税通関とするよう是正を求めるレターの

発出等、二国間での交渉を行うとともに、2004

年10月と12月に開催されたWTO･ITA委員

会において、タイの行為を明示的に指摘し、我

が国を含む ITA加盟国に対して納得のいく説

明を求めてきたところ、2005年１月に、デジタ

ルカメラは ITA対象品目である Digital  still
 

image camerasに該当し今後無税扱いとする

との決定がタイ政府において行われ、本年２月

24日の ITA委員会の場において、ITA参加国

に対し正式に報告された。

アンチ・ダンピング

日本産熱延鋼板に対するAD措置

＜措置の概要＞

2002年３月、タイ国内の鉄鋼メーカー５社

は、我が国を含む14カ国の熱延鋼板の輸入に対

し、AD調査申請を行い、2003年５月にタイ政

府は当該産品についてAD措置の発動を決定、

我が国の熱延鋼板には36.25%のAD税が賦課

された。

そもそも、我が国からタイに輸出される熱延

鋼板は、タイ国内で冷延加工を行った後、自動

車・家電メーカーに供給される高品質なもので

あり、タイ国内の鉄鋼メーカーが製造困難な産

品である。しかしながら、タイ国内鉄鋼メーカ

ーは調査申請時より一貫して、当該鋼板を製造

可能であると主張していた。AD調査最終クロ

決定を踏まえ、タイ政府は、国内鉄鋼メーカー

の主張を確認するために、タイ国内鋼材をユー

ザーが試験的に使用する使用試験を開始した。

だが、試験期間中、タイ国内メーカーからユー

ザーに対して十分な熱延鋼板の提供がなされて

いない状況が続いている。

＜国際ルール上の問題点＞

タイ国内で生産される「同種の産品」と我が

国企業が輸出する熱延鋼板は、その品質が大き

く異なるため、市場においても競争関係を形成

していない。競争関係にない別個の産品を同一

の産品として評価することは、ダンピングの有

無の決定、国内産業の範囲の認定、国内産業の

損害の有無の認定、国内産業の損害との因果関

係の認定等において適切な判断は為し得ないは

ずであり、このため本調査の結果は、WTO╱

AD協定２条、３条及び４条に照らし問題があ

る。

タイ政府は、2003年５月26日付で本件調査

における最終決定に関する公示を行ったが、こ

れらの文書における、タイ政府がその判断の根

拠とした事実関係、データ等についての開示の

程度は、WTO╱AD協定12.2条、12.2.2条に

規定する当局の義務を全く満たしていない。例

えば、調査対象産品の範囲について我が国企業

は、「タイ国内で生産される「同種の産品」と我

が国企業が輸出するリロール熱延鋼板とは品質

が異なることから競合する産品でなく、よって

タイ国内産業に損害を与えていない。」との主張

をするとともに、それを立証する証拠等を調査

過程において提出している。タイ政府は、本件
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調査の最終決定文書において当該主張及び証拠

につき採用を拒否したが、その拒否する理由に

関しては全く具体的な証拠を示さないばかり

か、我が国企業の主張に対する反論を含め、自

らの主張の正当性を提示しなかった。

また、本件調査の重要事実の開示文書におい

ては、調査対象産品となっている我が国からの

輸出品について、どのような「実証的な証拠」

に基づきこれがタイ国内産業に損害が与えた

か、についての説明が十分に行なわれていない。

特に、WTO╱AD協定3.4条において当局が

検討すべき15項目に係わるデータについては、

その実数データが示されていないため、利害関

係者たる我が国企業は、何らの有効なデータ分

析をすることが出来ず、反論できる範囲は限定

的なものとなり、自己の利益の擁護の機会が失

われた。このような状況は、WTO╱AD協定

6.1条について問題がある。

＜最近の動き＞

我が国は、これまでタイ政府に対し、我が国

がWTO・AD協定に整合的でないと考えてい

る上述の点については、タイ政府関係者との協

議等様々な機会を捉え、我が国の意見を述べる

とともに、改善の申し入れを行っている。しか

しながら、我が国がWTO不整合であると考え

ている点につき、何らの是正措置がとられない

まま最終決定に至っている。2004年10月より、

我が国企業に対する年次見直し調査が行われて

いるところであり、我が国としては本調査の行

方を注視している。

我が国としては、今後も引き続き、タイ政府

がWTO協定に整合的な措置の運用を行うよ

う監視し、強く働きかけていく必要がある。仮

に改善が見られない場合には、WTO協定に基

づき取り得る手段の行使も視野に入れて、その

後の対応を検討することが必要である。

サービス貿易

外資規制等

＜措置の概要＞

タイでは、BOI（投資奨励委員会）の外資政策

により、エンジニアリング業、各種小売業等多

くのサービス業への外国企業（資本の半分以上

が外国人所有の法人）の参入が規制されており、

外国企業がサービス業を行うことは非常に難し

い状況にあった。しかし、外国企業の制限業種

を削減する外国人事業法の改正法案が2000年

３月から施行され、この結果、外国企業の参入

制限事業は現行法の63事業から43事業に縮減

され、一定規模以上の貿易仲介や卸売・小売、

ホテル業、建設業等が制限業種から外された。

また、残りの制限業種についても、マスコミ、

土地取引など９業種を除き、許可を受ければ参

入できるようになっている。

ただし、当初の政府案では規制業種を34業種

まで削減することになっていたが、国会審議の

過程で自由化の度合いが若干後退した形となっ

てしまった。

主な外資制限は以下のとおりである。

（金融）

保険業においては外資出資比率及び外国人役

員比率が25％以下に制限されている。現在、外

資出資比率を49％まで拡大する法改正の動き

はあるものの、成立の見通しは全く立っていな

い。

（電気通信）

サービス協定（GATS）上の約束である2006

年の通信分野の自由化に備え、政府からの独立

性を持った「国家通信委員会（NTC）」が2001

年初頭に設置される予定であったが、そのメン
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バーが2004年８月にようやく選出された。これ

により通信分野の自由化進展に向けた取組が始

まっている。また、2001年には通信会社の外資

出資比率の上限を49％から25％に制限する

「電気通信事業法」が施行されたものの、現在

は再びこの上限を49％に戻す法案が審議され

ている。

（流通）

上記の外国人事業法の改正により、小売業に

ついては最低資本金３億バーツ未満、あるいは

各支店で2000万バーツ以下となる場合、また卸

売業についても最低資本金１億バーツ未満の場

合は、外資参入が規制されている。

（広告）

広告については外資比率が49％までに制限

されているが、他方で米国の企業に対しては

100％の出資が認められており、最恵国待遇が

付与されていない。タイはこれについてサービ

ス協定（GATS）上最恵国待遇の免除登録を行

っている。

＜国際ルール上の問題点＞

WTO協定には、投資に関する一般的なルー

ルは未だ整備されていないが、サービス貿易に

関してはサービス協定が既に存在し、投資を通

じたサービス貿易提供も規律している。上記の

様々な外資規制は、サービス協定上の約束に反

しない限りWTO協定違反となるものではな

いが、WTO及びサービス協定の精神に照らし

て、自由化に向けた取り組みが望まれる。

また、最恵国待遇については、多角的貿易体

制において自由化を実現していく上で最も重要

な柱の一つであり、WTO協定における基本原

則である。最恵国待遇（MFN）免除措置はその

最も重要な原則からの逸脱であるため、その撤

廃が望ましく、サービス協定上も、MFN免除は

時限的なもので、原則として10年を超えてはな

らないとしている。

＜最近の動き＞

我が国は、外資制限強化に関する法律改正の

動向等を注視するとともに、二国間政策対話等

やWTOサービス交渉や FTA交渉（及びその

準備会合）により、これら外資制限の緩和を働

きかけているところである。

２．マレーシア

内国民待遇

自動車に関する内国税の適用等に関す

る問題

＜措置の概要＞

マレーシアでは、特定の同国内メーカーが製

造する自動車を国民車として指定し（現在はプ

ロトン社、プロドア社、イノコム社、マレーシ

アトラック＆バス（MTB）社の４社）、それ以

外のメーカーがマレーシア内で製造する自動車

との間で、物品税の賦課につき、差別的な取扱

いがなされてきた。具体的には、物品税の適用

税率につき、国民車に対しては50％から100％

の減免がなされてきたことが報告されている

（本措置は2001年度に行われたWTO貿易政
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策検討制度（TPRM）の対マレーシア審査にお

いても報告されている）。

2004年１月１日には、マレーシア政府は、完

成車（CBU）とノックダウン（現地組み立て）

車（CKD）の新輸入税率及び新物品税率に関す

る新政策を施行し、新たに国内生産車以外にも

物品税を賦課することとした。これによると、

乗用車の CBUの輸入関税は、ASEAN諸国に

適用される共通効果特恵関税（CEPT）が

20～110％、非ASEAN諸国に適用される

MFN関税が０～100％引き下げられることと

なったものの、新たに物品税が30～100％課さ

れることとなった。また、乗用車の CKDは、

CEPTが０～55％、MFNは０～45％引き下げ

られたものの（但し一部製品については引き上

げ有り）、物品税が０～60％引き上げられた。

更に、2005年１月１日より、乗用車の CBUに

ついては CEPTが一律20％、MFN関税が一

律50％に引き下げられる一方、物品税について

は、CEPT、MFN関税共に更に10～150％の分

引き上げられた。また、乗用車の CKDについて

は、CEPTが一律０％に、MFNは０％または

10％に引き下げられる一方、物品税は更に

10～150％の分引き上げられた（2005年６月30

日までは、移行期間として、2004年の旧税率も

選択可能）。

なお、マレーシア政府は、物品税制以外にも

ブミプトラ系企業を優遇する等の目的で非関税

障壁を設けているとの報告もある。具体的には、

輸入ライセンスが与えられる輸入業者について

は一定のマレー資本が入ったブミプトラ系企業

とし、またマレーシア国内で自動車生産を行う

企業による完成車輸入に対して、輸入許可制度

を通じて事実上輸入車の台数規制を実施してい

る模様である。

＜国際ルール上の問題点＞

そもそも、国民車の定義が曖昧で不明な点が

多くあるが、物品税については、事実上、国産

品である国民車を優遇している可能性が高く、

ガット３条２項の「内国税に関する内国民待遇」

違反が問題となる。

また、仮に輸入許可制度を通じた輸入台数規

制の実施が事実であれば、ガット11条（数量制

限）違反の可能性がある。

＜最近の動き＞

我が国は、2004年中に行われた日マレーシア

経済連携（EPA）交渉において、上記国民車政

策に関する情報提供を求め、また物品税等の差

別、及び輸入許可制度による輸入台数制限の撤

廃の働きかけを行った。これらの措置がWTO

整合的になるよう、EPA交渉等を通じ、引き続

きマレーシア政府に求めていくことが必要であ

る。

数量制限

⑴ 関税法に基づく輸入制限

＜措置の概要＞

マレーシアにおいては、1967年関税法（Cus-

toms Act1967）第31条に基づく関税令、1977

年関税規則、1978年輸入管理令によって、①完

全輸入禁止品目（マルチカラーコピー機、武器

等14品目）、②条件付き輸入禁止品目（国内産

業を保護する目的と見られるカセット・ビデオ

用磁気テープ、完成自動車等40品目）、③国内

産業保護のために暫定的輸入制限品目（セメン

ト、プラスチック原材料等15品目）及び④品質

管理のためマレーシア又は輸出国の関係当局の

品質・安全証明を必要とする輸入方法・手続に

条件がある品目（肥料、家庭用電気製品等51品

目）の４つの分類に従って輸入制限が実施され
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ている。

＜国際ルール上の問題点＞

当該輸入規制が輸入数量制限目的の措置であ

れば、ガット第11条（数量制限の一般的廃止）

に違反する可能性がある。

＜最近の動き＞

我が国は、輸入方法・手続に条件がある品目

については、そもそも当該手続きに不透明な部

分があるため、「手続きの透明化」につきマレー

シア政府に要請してきたところである。また、

当該輸入規制が輸入数量制限目的の措置であれ

ば、ガット第11条（数量制限の一般的廃止）に

違反する可能性がある旨再三指摘しているとこ

ろである。

⑵ 丸太の輸出規制等

＜措置の概要＞

マレーシア半島部では自国における木材の加

工度を高めることを目的として、1985年から小

径木を除く全ての樹種について輸出を禁止して

いる。サバ州では、1996年11月から年間200万

立方メートルを上限とする丸太の輸出を規制し

ている。更に、州内の家具製造業界への資材確

保のため、2000年８月にセランガン・バトゥの

丸太・製材の輸出を禁止した。（なお、2000年12

月には許可格付業者が格付認定した一部の丸

太・製材については輸出が許可されるようにな

った。）またサラワク州では、1999年より丸太生

産量の一定割合を州内加工用とし、残りを輸出

用とする輸出規制が実施されている。

＜国際ルール上の問題点＞

これらの輸出禁止・数量規制は、ガット第11

条に違反する可能性があり、我が国としては、

WTOに照らし是正されるよう求めていく必要

がある。

＜最近の動き＞

わが国は本件を含む各国の丸太輸出規制につ

いては、森林資源の保護等を理由として、国内

産業の保護を行っている可能性があることか

ら、WTO新ラウンドの非農産品市場アクセス

交渉グループに問題提起を行ってきており、

2004年についても、WTO新ラウンドの非農産

品市場アクセス交渉グループの他、日馬経済連

携協定交渉等バイ協議の場でも、上述のような

我が国の主張を申し入れてきたところである。

関 税

⑴ 高関税品目、譲許率

＜措置の概要＞

マレーシアのウルグアイ・ラウンド合意の実

施後における非農産品の単純平均譲許税率は

14.9％、非農産品の単純平均実行税率は8.1％

と開発途上国としては低い水準となっているこ

とは評価されるが、個別に見ると、繊維製品（平

均13.5％）、輸送機械（平均18.5％）の分野の

関税水準が高くなっている。また、これらの分

野に加え電気機器、ガラス等が最高で30％と、

高関税品目として挙げられる。また、自動車（実

行税率は50％）等非譲許品目もあり、譲許率は

81.2％にとどまっている。

＜国際ルール上の問題点＞

高関税そのものは譲許税率を超えない限り

WTO協定上問題はないが、自由貿易を促進す

るという観点からは、上記のようなタリフピー

クを解消し、関税はできるだけ引き下げること

が望ましい。
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＜最近の動き＞

ドーハ開発アジェンダにおける非農産品市場

アクセス交渉において、関税の引き下げを含む

市場アクセスの改善について交渉が行われてい

るところである。

⑵ 鋼板の関税引上げ措置

＜措置の概要＞

マレーシアは、2002年３月15日に、熱延鋼板

や冷延鋼板など鉄鋼製品199品目の輸入関税に

ついて、今までの０～25％を最大50％に引き

上げる措置を行っている。

＜国際ルール上の問題点＞

本措置は、当該品目が非譲許品目であること

から、WTOルールに違反するものではないが、

その引き上げ幅は大きく、貿易への悪影響が懸

念される。このような大幅な関税引上げは、事

業者の予見可能性を著しく損ない、円滑な事業

活動に支障をきたすおそれが高いことから、

WTO加盟国は、このような非譲許品目を可能

な限り譲許すべきである。

＜最近の動き＞

関税引き上げ措置がとられたことを受けて、

我が国政府としては、マレーシア政府に対して

累次にわたって当該措置の撤回を申し入れてき

たところである。

サービス貿易

外資規制等

＜措置の概要＞

外国投資委員会（FIC）はブミプトラ政策に基

づくガイドラインの具体的運用により、小売業、

貿易業、印刷業、運輸業、住宅開発業、建設業

等への外国資本の参入に認可を与えている。

従来、これら業種への外資の参入は70％の国

内資本（うち30％をブミプトラ資本）が条件と

なっていたが、2003年５月21日に発表した景

気刺激政策の中で、サービス業投資に関する出

資規制の緩和を盛り込んだ。今般のガイドライ

ン見直しにより、ブミプトラ資本30％を除く全

てに外資の出資が認められた。

また、2004年８月１日から FICによる認可

手続きが簡素化され、これまで FICの認可が必

要であった1000万リンギ以上の企業合弁合

併・買収、15万リンギ以上（ジョホール州、セ

ランゴール州、ペナン州は25万リンギ以上）の

不動産売買については FICに申告するだけで

事業を行うことが可能になった。

しかしながら、金融業、保険業では、国内市

場での営業活動を行おうとする場合、国内企業

の保護育成の観点から実質的に外国資本の参入

は認められていない。他方、1997年に発生した

アジア通貨危機により既存企業の経営体力が低

下したことを受け、運輸・通信業の一部ではガ

イドラインによらない運用がなされている他、

製造業に直結したサービス業では工業開発庁

（MIDA）における独自の審査を行う動きも出

てきた。また、マレーシア政府は第８次マレー

シア計画（2001～2005年）の中で、消費者の生

活の質を向上させるため流通サービス業の開

発・強化を掲げており、小売店経営に際しての

低利融資や経営ノウハウの提供等によって、流

通サービス業への進出が少ないブミプトラ系企

業の参加を促す政策をとっている。

主な外資制限は以下のとおりである。

（金融）

マレーシアでは、政府によって資本市場及び

金融市場の長期基本計画であるマスタープラン

が2001年２月及び３月に発表された。資本市場
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マスタープランでは、国内証券市場への投資増

加のため、①証券会社への外国資本の出資比率

緩和、②従業員積立基金（EPF）の資産運用規

定の緩和、③コーポレートガバナンスの徹底と

小株主の保護、④イスラム金融市場の育成等が

盛り込まれた。2004年４月から、外貨預金口座

に関する外貨保有限度額の引き上げや、先物為

替予約・スワップ取引に関する規制緩和などが

行われた。しかしながら、証券会社と投資信託

会社はそれぞれ49％、30％と外資出資比率が

制限されており、2003年を目途に規制緩和をは

かる予定となっていたが、未だに行われていな

い。金融市場マスタープランでは、2007年まで

に既進出の外国金融機関の支店開設許可、外国

銀行へのフルバンキングライセンス賦与がなさ

れることとなっている。

（電気通信）

マレーシアにおいては、現在、電気通信分野

の外資出資比率は原則30％までに制限されて

いる。またサービスの内容や対象とする顧客に

よって、付与されるライセンスが異なるが、こ

のうち、「個別ライセンス」は、一般携帯電話サ

ービスや IP電話、衛星放送など、より広い顧客

向けのサービスが可能だが、外資出資は30％ま

でしか認められない。しかしながら「クラス・

ライセンス」は、ニッチ顧客向けサービスもし

くはサービス内容そのものを限定するが、マレ

ーシアにて設立された法人であることを条件

に、外資100％の出資が認められている。

（流通）

マレーシア政府は、2004年１月から５年間、

過剰出店と地場零細小売店の保護を目的とし、

クアラルンプール周辺のクラン・バレー、ジョ

ホール・バル、ペナンの３地域でのハイパーマ

ーケットの新規出店が禁止されている。ただし、

発表前（2003年10月以前）に認可を取得したハ

イパーマーケットについては出店が認められ

る。また、2004年12月に「流通取引サービスに

おける外資系参入のガイドライン」を発表し、

①ハイパーマーケット（売り場面積5,000㎡以

上（従来は8,000㎡以上）、最低資本金制限

5,000万リンギ（従来どおり）、②デパート（売

り場面積の規定なし、最低資本金制限2,000万

リンギ（従来の1,000万リンギから引き上げ）、

③スーパーストア（売り場面積2,000㎡以上

4,500㎡以下のセルフ・サービス店舗、最低資本

金制限2,500万リンギ（従来は定義なし）、④専

門店、⑤直接販売店、⑥フランチャイズ店、⑦

その他、の形態の出店規制を明らかにした。ま

た、外資参入が禁止される形態は、①スーパー

マーケット（売場面積400㎡以上2,000㎡以

下）、②ミニマーケット（売場面積400㎡以下）、

③食料品店・24時間営業のコンビニエンス・ス

トア（既進出店は除く）、④新聞販売店および雑

貨店、⑤伝統医薬品販売店、⑥ガソリン・スタ

ンド内の販売店（24時間営業コンビニエンス・

ストア併設含む）、⑦市場、⑧露店、としている。

更にこれまでは外国人駐在員の雇用枠について

は、「キーポスト」が１人とされていたところ、

今回のガイドラインでは、払込資本金額に応じ

て、最高３人まで（1000万リンギ以上）と拡大

された。

＜国際ルール上の問題点＞

WTO協定には、投資に関する一般的なルー

ルは未だ整備されていないが、サービス貿易に

関してはサービス協定が既に存在し、投資を通

じたサービス貿易提供も規律している。上記の

様々な外資規制は、サービス協定上の約束に反

しない限りWTO協定違反となるものではな

いが、WTO及びサービス協定の精神に照らし

て、自由化に向けた取り組みが望まれる。
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＜最近の動き＞

我が国は、外資制限強化に関する法律改正の

動向等を注視するとともに、二国間政策対話等

やWTOサービス交渉や FTA交渉（及びその

準備会合）等により、これら外資制限の緩和を

働きかけているところである。

３．インドネシア

数量制限

⑴ 輸入数量制限

＜措置の概要＞

インドネシアにおいては、米、塩などについ

て国内産業保護を理由に、一時的な輸入禁止措

置が講じている。また密輸対応等の理由で、輸

入許可制度、船済み前検査などの措置が実施さ

れている。

＜国際ルール上の問題点＞

これらの措置が、ガット上の例外規定等で正

当化されず、ガット第11条に抵触することにな

らないか、今後の動向を十分注視していく必要

がある。

＜最近の動き＞

輸入禁止については、2004年、コメ、塩につ

いて、国内産業保護を理由に収穫期等一時的な

禁止措置が導入されている。このうち塩につい

ては、当初は家庭用、工業用を含め全て輸入禁

止の対象であったが、国内製造の塩では成分的

に工業用としては利用不可能であることから、

業界から規制緩和を強く希望する声が上がり、

許可制のもと輸入が可能となっている。（ただ

し、本許可制が次期収穫期にも実施されるかは

不明）

輸入許可制度、船積み前検査については、2002

年以降、密輸や不正輸入の増加で、安価な製品

が国内市場に流入し、国内産業が被害を受けて

いるとして、輸入者規制を強化する措置が導入

されてきた。2002年３月には、特別輸入業者証

番号制度（NPIK）を導入、米、小麦、繊維製品、

履物、電機製品、玩具、大豆、砂糖の８業種品

目について、当該番号の取得者に輸入を制限さ

れた。その後、鋼材については、同年11月に輸

入許可制度、船積み前検査が導入され、繊維に

ついては、同年、輸入者を製造業者に限るなど

の規制が、2003年に、船積み前検査が導入され

た。これらのうち、鋼材については日系企業か

らの関心が強かったが、2004年２月に、鉄鋼市

況の高騰や業界からの規制緩和要求を背景に、

鋼材の輸入許可制度、船積み前検査ともに廃止

された。

⑵ 丸太・素材等の輸出規制等

＜措置の概要＞

1998年４月、IMF合意に基づきインドネシ

ア政府は、これまで丸太と製材の輸出産品に賦

課してきた高額輸出税につき従量税方式（材積

当たり）から従価税方式（価格当たり）に改め、

輸出税率を1998年４月に30％、1999年３月に

20％、1999年12月に15％にまで引き下げた。

これら改定と同時に丸太・製材等の輸出総量を

設定すること等を含めた輸出規制等を公布し

た。更に、インドネシア政府は、違法伐採対策

として2001年10に丸太・チップの輸出停止、
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2004年10月に、ラフ製材品（枕木含む）の輸出

禁止を行った。

＜国際ルール上の問題点＞

丸太・製材等の輸出総量設定については、産

品輸出の制限としてガット第11条に違反する

可能性が高く、我が国としては、WTO協定に照

らし是正されるよう求めていく必要がある。

＜最近の動き＞

わが国は本件を含む各国の丸太輸出規制につ

いては、森林資源の保護等を理由として、国内

産業の保護を行っている可能性があることか

ら、WTO新ラウンドの非農産品市場アクセス

交渉グループに問題提起を行うとともに、バイ

協議の場でも問題提起を行ってきた。2004年に

ついても、WTO新ラウンドの非農産品市場ア

クセス交渉グループ及び日インドネシア経済連

携に関する予備協議の場において、上述のよう

な、我が国の主張を申し入れてきた。

関 税

⑴ 高関税品目

＜措置の概要＞

ウルグアイ・ラウンド合意により、非農産品

の譲許率が96.1％まで向上したことは評価さ

れる。しかし、大部分の品目において譲許税率

は40％又は30％であり、平均譲許税率も35.6

％となっており関税水準は高いといわざるを得

ない。非農産品の平均実行税率は6.7％と低い

が、繊維・繊維製品（平均10.5％）、輸送機械

（平均12.2％）、電気機器（平均6.0％）等の

関税水準が比較的高くなっている。また、1993

年６月の新自動車政策及びその改訂により、完

成車の輸入解禁や関税引下げがなされた。その

結果、セダン・ステーションワゴンなど乗用車

の完成車両の輸入関税率は2003年時点で最高

80％まで低減されたが、依然として高い関税率

の状態が続いている。（1999年時点では最高200

％）なお、APECの IAP（個別行動計画：Indi-

vidual Action Plans）の中で、1995年から、20

％以下の実行関税率は2000年までに5％以下

とし、20％以上の実行関税率は1998年までに

20％、2003年までに10％以下とするスケジュ

ールを実施することが再確認されたが、①特定

の農産物及び自動車・部品等は IAPとは別個に

取り扱う、②化学製品やプラスティック製品及

び金属の関税引き下げも別途規定し、2003年ま

でに最高10％まで引き下げる、③アルコール及

びアルコールを含む飲料の関税引き下げは実施

しないなどの保留事項があることから、今後の

関税引き下げ動向に留意する必要がある。

＜国際ルール上の問題点＞

高関税そのものは譲許税率を超えない限り

WTO協定上問題はないが、自由貿易を促進す

るという観点からは、上記のようなタリフピー

クを解消し、関税はできるだけ引き下げること

が望ましい。

＜最近の動き＞

ドーハ開発アジェンダにおける非農産品市場

アクセス交渉において、関税の引き下げを含む

市場アクセスの改善について交渉が行われてい

るところである。

⑵ デジタルカメラの関税賦課に関す

る問題

＜措置の概要＞

インドネシアは、ITA対象品目であるデジタ

ルカメラについて、2003年には５％の関税を賦

課していた。更に、2004年１月にASEAN統一
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品目表を導入し関税分類を変更する際に、デジ

タルカメラを15%の関税が賦課される品目に

分類した。

＜国際ルール上の問題点＞

1996年のシンガポールWTO閣僚会議で情

報技術製品の関税を撤廃することが合意された

が、その際に ITAの品目リストでは、当時の

HS分類コードを参照に「Digital still image
 

video cameras」が対象品目とされており、デジ

タル方式の静止画像を記録するカメラについて

無税譲許することが合意されている。インドネ

シアは ITAに参加しており、デジタルカメラを

2002年までに無税譲許することで合意してい

る。WTO上無税を供与するとの国際約束は分

類変更の如何に関わらずこれを維持する義務が

あり、無税譲許しているデジタルカメラに関税

を賦課することは、ガット2条違反の可能性が

ある。

＜最近の動き＞

産業界よりインドネシア政府に対して是正を

求めるレターを発出しており、日本政府からも

確認を行ったところである。今後も ITA委員会

の場などあらゆる機会を通じて、本件の問題解

決に向けた取組を行う必要がある。

サービス貿易

外資規制等

＜措置の概要＞

インドネシアでは、2000年７月20日付大統

領令96号、８月16日付け118号により、外資

参入に関する規制業種を示すネガティブリスト

の改訂が実施され、大規模小売業（モール、ス

ーパーマーケット、デパート、ショッピングセ

ンター）や大規模流通業（流通業、卸売業、輸

出業）、市場調査サービス、港湾以外での保管サ

ービスなどが規制業種から外された。また、外

資出資比率95％以下に限定されているものの、

従来は外資参入が閉鎖されていた医療サービス

での参入が可能となった他、航空輸送や通信（マ

ルティメディア産業を含む）も同時に開放され

た。こうした一連の規制緩和は評価できるもの

の、バス・タクシー業、民間テレビ・ラジオ放

送、映画作成事業（技術サービス、フィルム輸

出入、フィルム流通業など）は未だ規制業種で

ある。

2003年９月、政府は、IMF卒業後の新たな経

済運営策となる「経済政策パッケージ」を公表

した。同政策は①マクロ経済の安定、②金融セ

クターの再編、改革、③投資、輸出促進と雇用

創出の３本柱からなり、そのアクションプラン

や成果と目標期限が示された内容になってい

る。この他、投資促進案として、①内資と外資

を差別しない新投資法案の年内国会上程、②ネ

ガティブリストの見直しに関する大統領令の

2003年内配布、③投資許認可手続の簡素化を図

る「ワンルーフサービス」に関する大統領令の

発布、④投資、輸出促進に向けたナショナルチ

ームに関する大統領令の発布、⑤不合理な地方

政府の条例等の廃止に関する大統領令の発布等

が設定されていたが、上記のうちネガティブリ

ストの見直しは、バス・タクシー業、ラジオ・

テレビ放送及び映画事業に関し国内資本との合

併を条件に開放することも検討されているが、

省庁間の調整が難航している。また、ワンルー

フサービスに関する大統領令及び投資・輸出促

進に向けたナショナルチームに関する大統領令

は、発令されたものの実質的には機能しておら

ず、早急な体制整備が望まれる。ユドヨノ新政

権は、短期（100日間）で達成すべき緊急の課題

をまとめたプログラムを作成しているが、投資
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環境の改善は優先されるべきものの１つになっ

ている。

主な外資制限は以下のとおりである。

（電気通信）

インドネシアにおいては、2000年９月８日に

改正通信法が施行され、旧通信法（1989年法律

第３号）で保護されていた国の独占の打切りが

決定された。2003年８月、インドサット社が独

占していた国際通信業務へのテレコム社の参入

が認められたことにより、当国の通信業界は独

占から２企業による複占体制への規制緩和が大

きく進展したことは評価される。この他インド

サット社の政府保有株42％がシンガポール･テ

クノロジー･テレメディア社（SST）に売却され

たことを受け、2003年３月インドサット社は外

資系企業として民間企業に法人形態を変更した

ことは、民間企業の実質的参入を促す大きな転

機として捉えられる。また、2004年５月、テレ

コム社の独占していた長距離電話事業に、イン

ドサット社の事業参入も認められ、同社は新た

な長距離通話網の施設を進めるとともにテレコ

ム社との相互接続についても合意している。

（流通）

インドネシアでは、外国投資法により、流通

業への外資参入が制限されているが、1998年１

月15日の IMF合意に基づく同年１月21日付

け政令第15号、16号により、同年３月31日か

ら、製造業の外資企業により設立された小売業

を営む法人（外資100％又は内外合弁）が、同

企業の製品及び他企業の製品を最終需要者に販

売すること並びに輸出入業務を行う企業が、小

売業者として商品を販売することが認められる

ことになった。加えて、政府は98年７月２日付

け大統領令99号により、小規模地元事業者との

提携を条件として、分野にかかわらず、卸・小

売・流通分野での外資の参入が認められるよう

になった。

また、総代理店制度（製販統合）に関する規

制については、政府が緩和の方針を示唆するな

ど前進が見られるが、依然実現には至っていな

い。

（オーディオ・ビジュアル（AV）、広告等）

インドネシアは外国の映画とビデオテープの

配給会社の進出を禁止しており、すべての輸入、

配給は100％インドネシア資本の企業に限られ

ている。例えば、米国映画の輸入・国内での配

給は特定の団体を通す必要がある等諸外国の映

画産業が被害を被っている。また、広告業につ

いても2000年８月の大統領令第118号で開放

された外国投資規制対象業種に含まれておら

ず、合弁企業の形態も含めて依然として外資に

対して閉鎖されているものと考えられる。ただ

し、インドネシア広告業協会（P3I）によると、

同協会加盟企業約200社のうち、約15％が外資

企業と何らかの資本・提携・協力等の関係にあ

るとされ、これらの企業はインドネシアの広告

市場の約50％を占めているとされている。外資

系広告関連企業は、直接の投資が閉鎖されてい

るため、関係する他業種企業を通じた出資によ

り地場企業と合弁する、いわゆる「迂回投資」

を取っている模様である。現行の外国投資規制

対象業種の見直しにおいて、テレビ、ラジオ放

送分野での外資出資規制緩和について、海外資

本を最大20％まで認める案も検討されている

が、実現には至っていない。

＜国際ルール上の問題点＞

WTO協定には、投資に関する一般的なルー

ルは未だ整備されていないが、サービス貿易に

関してはサービス協定が既に存在し、投資を通

じたサービス貿易提供も規律している。上記の
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様々な外資規制は、サービス協定上の約束に反

しない限りWTO協定違反となるものではな

いが、WTO及びサービス協定の精神に照らし

て、自由化に向けた取り組みが望まれる。

＜最近の動き＞

我が国は、外資制限強化に関する法律改正の

動向等を注視するとともに、二国間政策対話等

やWTOサービス交渉や FTA交渉（及びその

準備会合）等により、これら外資制限の緩和を

働きかけているところである。

４．フィリピン

最恵国待遇

セメント製品に対するセーフガード措置

＜措置の概要＞

フィリピンでは、1998年以降インドネシア、

我が国及び台湾等からのセメントの輸入量が増

加し、国内企業が、販売数量低下によるダメー

ジを受けた。これを受け、2001年１月に比国内

企業12社はセメントの輸入急増を理由に、貿易

産業省（DTI）に対しセーフガード措置発動申請

を行った。その後、フィリピン国内の発動手続

きを経て、DTIは2001年11月７日に暫定セー

フガード措置を発動。同年11月21日には関税

委員会（TC）が調査を開始。TCは「重大な損

害又はそのおそれ」を認定しなかったが、DTI

の決定により2003年６月25日には、確定措置

が発動された。なお、下記に記載するように、

本件措置の対象品目はフィリピンにおける非譲

許品目であるため、本件はWTO協定における

セーフガード措置ではないが、フィリピン国内

においてはセーフガード措置として手続が進め

られている。

＜国際ルール上の問題点＞

今回の対象品目は、フィリピンにおける非譲

許品目であるところ、当該品目の関税引上げ措

置そのものについては、WTO協定との整合性

は問えないが、当該措置は、我が国を始め、台

湾、インドネシア等特定の輸出国のみが対象と

なっている一方、中国、韓国、ベトナム等多く

の国が対象から外されており、この点で、ガッ

ト１条の最恵国待遇義務に抵触する恐れがあ

る。

＜最近の動き＞

我が国としては、同国内の手続的にはセーフ

ガードとして行われているものの、当該品目が

非譲許品目であることもあり、今後も引き続き

措置の改善が見られない場合、二国間協議の場

において、調査が不十分な中で同措置が発動さ

れたことについて問題提起を行い、遺憾の意を

表明し、当該措置の撤廃を要請する必要がある。

（なお、我が国企業は、2003年７月７日付で最

高裁に差し止め請求を起こし、2004年７月に、

最高裁（小法廷）が、「DTIの SG発動決定は無

効」との違法判決を下した。しかしながら、比

国内企業（協会）の上告及び DTIを含む政府機

関からの意見書の提出により、現在最高裁（大

法廷）にて審理が行われている状況。他方、DTI

は比国内企業（協会）からのセーフガード措置

の延長要請を受け TCに対し調査を依頼、TC
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は2004年12月16日に公聴会を実施）

関 税

高関税品目

＜措置の概要＞

ウルグアイ・ラウンド合意の実施後において

も、譲許税率についてみると、繊維製品（最高

50％）、時計（最高50％）、電気機器（最高50

％）等の高関税品目が存在する。また、非農産

品の譲許率は61.8％にとどまっており、非譲許

品目としては時計（実行税率７％）、乗用車（実

行税率30％）等がある。

なお、フィリピンは1980年から関税構造の改

革を進めており、一部の農水産品を除く実行関

税率を2004年までに５％に統一することを明

らかにしているが、自動車では最高30％、一部

繊維製品では最高20％、電気機器では最高15

％等、５％を超える関税が賦課されている品目

も存在する。

なお、非農産品の単純平均譲許税率は23.4

％。非農産品の単純平均実行税率は4.3％であ

る。

＜国際ルール上の問題点＞

高関税そのものは譲許税率を超えない限り

WTO協定上問題はないが、自由貿易を促進す

るという観点からは、上記のようなタリフピー

クを解消し、関税はできるだけ引き下げること

が望ましい。

＜最近の動き＞

ドーハ開発アジェンダにおける非農産品市場

アクセス交渉において、関税の引き下げを含む

市場アクセスの改善について交渉が行われてい

るところである。

サービス貿易

外資規制等

＜措置の概要＞

フィリピンにおける投資規制は、原則承認、

例外規制の方針となっており、外国投資が規制

されている分野は、外国投資法（RA8179）によ

り定められた外国投資ネガティブリスト（２年

毎）として発表されている。

現在のネガティブリストは、2002年10月に

発表された「第５次外国投資ネガティブリスト」

である。外資参入禁止分野の主なものとして、

払込資本金が250万米ドル未満の小売業が挙げ

られる。また、ラジオ放送局の運営は外資比率

20％まで、広告業は外資比率30％まで、保険会

社は外資比率40％までなどの制限がある。

主な外資制限は以下のとおりである。

（金融）

銀行分野の外資規制は、1994年５月に成立し

た外国銀行自由化法（Foreign Banks Liberali-

zation Act FBLA）及び2000年５月に成立し

た2000年一般銀行法（General Banking Law
 

of2000）等で規制されている。

外国銀行自由化法では、外銀の進出にあたり、

外資の出資比率については60％に制限し、支店

での進出に関しては、外国銀行自由化法成立後

５年以内、合計10支店に限って認められた。ま

た、外国銀行自由化法では、外銀の合計総資本

を、銀行全体の総資本の30％以下に抑えてい

る。

（電気通信）

フィリピンにおいては公益事業がフィリピン

資本企業（資本の60％以上をフィリピン人が有

している企業）にしか認められていないため、
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通信分野への外資参入も40％未満に制限され

ている。

（建設）

外資出資規制は、Foreign Investment Actに

よるネガティブリストに掲載されているものを

除いて認められており、建設業（工事会社）に

ついては、同リストに掲載されていないため、

100％外資の参入が認められていることになっ

ている。しかし、実際に建設業を行うためには

Constructors License Law（CLL法）で、当局

から建設許可証を入手しなければならず、CLL

法の施行細則にて外資比率が40％以下の企業

については、国内企業と同等の Regular
 

Licenseが与えられるが、40％を超える企業に

ついては、個別事業ごとに許可され、当該事業

に限ってのみ有効な許可が与えられる。従って、

100％外資による建設会社の設立は可能である

が、実際に業として参入できないのが現状であ

る。

＜国際ルール上の問題点＞

WTO協定には、投資に関する一般的なルー

ルは未だ整備されていないが、サービス貿易に

関してはサービス協定が既に存在し、投資を通

じたサービス貿易提供も規律している。上記の

様々な外資規制は、サービス協定上の約束に反

しない限りWTO協定違反となるものではな

いが、WTO及びサービス協定の精神に照らし

て、自由化に向けた取り組みが望まれる。

＜最近の動き＞

我が国は、外資制限強化に関する法律改正の

動向等を注視するとともに、二国間政策対話等

やWTOサービス交渉や FTA交渉（及びその

準備会合）等により、これら外資制限の緩和を

働きかけているところである。

５．ベトナム

加盟交渉中の国・地域については原則として

本報告書の対象外であるが、以下の措置は、加

盟交渉中にWTO協定の基本的方向性に逆行

して導入されたものであり、かつ貿易歪曲効果

を有する措置であることから、WTO協定との

整合性に問題ある制度が多数見られる中で特に

ここで取り上げることとしたものである。

関 税

自動車部品関税の変更

＜措置の概要＞

ベトナム政府は、2002年12月４日、自動車部

品関税を2003年１月１日より引き上げる旨の

決定を突然公表した。具体的には、生産工程の

レベルが高い程関税率が低くなる現行の「自動

車部品関税制度」（乗用車で CKD1＝40％、

CKD2＝20％、IKD＝５％(注)）を段階的に引

き上げ、2005年までに一律70％に変更すると

いうものであった。その後、この関税引上げ案
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は修正され、CKD1カテゴリーは廃止され、完

成車と同じ100％の関税が賦課されるが、

CKD2については、2003年９月から25%に引

上げ、2004年以降は45%まで段階的に引上げて

いくという内容となった。ただし、CKD2の関

税については、2003年９月に25%への関税の引

き上げが行われたが、2004年以降に行われる予

定であった関税の引上げは行われず、現在に至

る。IKDについては、５%のまま変更なく、税

率が維持されている。ベトナム政府は、当該措

置は、自国の自動車部品産業育成が目的との説

明を行っているが、このような大幅な関税引き

上げは、事業者の予見可能性を著しく損ない、

円滑な事業活動に支障をきたすおそれが高い。

＜国際ルール上の問題点＞

加盟前の措置であるためWTO協定上問題

とはならないが、自由貿易を推進するWTOへ

の加盟作業中の出来事であり、WTOの理念と

反するような措置である。

＜最近の動き＞

我が国及びベトナム現地への進出自動車メー

カーは、自動車部品関税の引き上げの公表以来、

2004年11月までの日越共同イニシアティブ行

動計画の策定の過程等においてベトナム政府に

対し反対の意思を表明してきた。

さらに、2004年９月のベトナムのWTO加盟

のための二国間交渉においても我が国政府は本

件について取り上げ懸念を表明してきた。

その結果、2004年11月に行われた日越共同

イニシアティブ第１回評価・促進委員会の場に

おいて、本件について協議した結果、CKD部品

については、部品毎の一般の関税制度への移行

に際して、適切な関税設定を行う旨、また、制

度の移行期間中には、部品毎の一般の関税制度

と「自動車部品関税制度」の両制度が併用され

ることとなるが、両制度の並行運用を適切な形

で行う旨をベトナム側と合意した。また、CKD1

カテゴリーも廃止し、それに代わる部品毎の課

税リストをベトナム政府は策定中との回答もあ

り、今後の関税の修正動向を注視する必要があ

る。

（注 CKD（complete knock down）1は、輸入国

での生産工程が塗装・組み立てのみの状態で輸入さ

れる。CKD2とは、塗装・組み立て・溶接、IKD

（Incomplete knock down）は塗装・組み立て・溶

接・プレスを輸入国においてなされる状態で輸入さ

れる。）

投 資

投資外資系企業への二輪車生産数量制限

＜措置の概要＞

2003年７月に、ベトナム投資計画省は、2003

年の生産上限をバイクメーカー各社に通達し

た。当該通達による生産上限数量は、各社の生

産計画上の台数をほぼ満たしていたことから、

特段大きな問題にはならなかったが、その後

2003年10月に、ベトナム政府は「生産台数は投

資ライセンス申請時に企業が提出した F/S

（Feasibility Study：企業化調査）における生

産台数見込みに記載された数量を上限とし、ま

た、生産数量を増加させる方向での F/Sの修正

を認めない。なお、地場企業は F/Sに基づき生

産台数の制約を受けないこととする」旨表明し、

以降我が国企業を含む外資企業が、地場企業に

比して差別的な生産数量制限を受けている。

＜国際ルール上の問題点＞

2004年12月に発効した、日越投資協定の第

２条２項では、内外投資家間の投資活動に関し

内国民待遇を規定している。当該措置は、外資
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企業と地場企業を差別的に扱う措置であり、同

条項に違反することとなる可能性がある。

＜最近の動き＞

我が国は、2003年７月の日越投資貿易WG

や、2003年に３回に亘り開催された日越共同イ

ニシアティブ等において、同措置の撤廃を求め

た結果、2004年11月の日越共同イニシアティ

ブ第１回評価・促進委員会の場において、ベト

ナム政府から、「二輪車の P/Sに基づく生産制

限を首相府政令147号によって制限してきた

が、これを2004年のうちに撤廃する。」旨の回

答を得た。我が国は本件について、引き続きベ

トナム政府の撤廃状況を監視していく。
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